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※（　）内は前回調査（令和3年度）開催率

調査回答校数 開催校数

33,654 26,789 79.6% (75.0%)

小学校段階 18,999 14,353 75.5% (70.7%)

小学校 18,822 14,220 75.5% (70.7%)

義務教育学校 177 133 75.1% (69.1%)

中学校段階 10,012 8,607 86.0% (81.9%)

中学校 9,776 8,418 86.1% (82.0%)

義務教育学校 180 157 87.2% (83.9%)

中等教育学校 56 32 57.1% (55.8%)

高等学校段階 4,643 3,829 82.5% (77.9%)

高等学校 4,591 3,793 82.6% (78.0%)

中等教育学校 52 36 69.2% (68.6%)

合計

 令和4年度における薬物乱用防止教室開催状況調査

１．調査の目的

　文部科学省では、学校における薬物乱用防止教育の充実として、第五次薬物乱用防止五か年戦
略（平成30年８月３日薬物乱用対策推進会議決定）において「薬物乱用防止教室は、学校保健計
画において位置付け、すべての中学校及び高等学校において年１回は開催するとともに、地域の
実情に応じて小学校においても開催に努める。」としていることから、全国での薬物乱用防止教
室の開催状況等を把握し、今後の施策の参考とすることを目的に調査を行った。

２．調査対象学校

　国公私立の小学校18,822校、中学校9,776校、高等学校4,591校、義務教育学校（前期）177
校、義務教育学校（後期）180校、中等教育学校（前期）56校、中等教育学校（後期）52校（回
答総数33,654校）
※本調査においては、本校と分校は一つの学校として調査するとともに、特別支援学校、定時制
及び通信制は除くこととした。
※義務教育学校は、前期課程を小学校段階、後期課程を中学校段階として調査した。
※中等教育学校は、前期課程を中学校段階、後期課程を高等学校段階として調査した。

３．実施方法

(1)調査依頼先
各都道府県・指定都市教育委員会学校保健主管課、各都道府県私立学校主管課、
附属学校を置く各国公立大学法人事務局

(2)調査内容
令和４年度における薬物乱用防止教室の開催状況等

４．調査結果

質問１　貴校では、今年度に薬物乱用防止教室を開催しましたか。（予定も含む）

全区分 開催率



調査回答校数 開催校数

31,259 25,615 81.9% (77.4%)

小学校段階 18,701 14,231 76.1% (71.3%)

小学校 18,530 14,099 76.1% (71.3%)

義務教育学校 171 132 77.2% (70.8%)

中学校段階 9,219 8,274 89.7% (85.7%)

中学校 9,011 8,092 89.8% (85.8%)

義務教育学校 173 154 89.0% (84.0%)

中等教育学校 35 28 80.0% (78.8%)

高等学校段階 3,339 3,110 93.1% (89.0%)

高等学校 3,306 3,081 93.2% (88.9%)

中等教育学校 33 29 87.9% (90.6%)

調査回答校数 開催校数

2,222 1,090 49.1% (42.3%)

小学校段階 226 95 42.0% (33.2%)

小学校 225 95 42.2% (33.2%)

義務教育学校 1 0 0.0% (  －  )

中学校段階 715 289 40.4% (34.5%)

中学校 696 285 40.9% (34.9%)

義務教育学校 2 0 0.0% (  －  )

中等教育学校 17 4 23.5% (20.0%)

高等学校段階 1,281 706 55.1% (48.1%)

高等学校 1,266 700 55.3% (48.3%)

中等教育学校 15 6 40.0% (33.3%)

調査回答校数 開催校数

総合計 173 84 48.6% (42.8%)

小学校合計 72 27 37.5% (30.6%)

小学校 67 26 38.8% (31.3%)

義務教育学校 5 1 20.0% (20.0%)

中学校合計 78 44 56.4% (48.7%)

中学校 69 41 59.4% (49.3%)

義務教育学校 5 3 60.0% (80.0%)

中等教育学校 4 0 0.0% (0.0%)

高等学校合計 23 13 56.5% (60.9%)

高等学校 19 12 63.2% (68.4%)

中等教育学校 4 1 25.0% (25.0%)

公立 開催率

合計

私立 開催率

合計

国公立大学附属 開催率



※（　　）内は割合

小学校段階 中学校段階 高等学校段階 全体

4,407 3,685 1,981 10,073

(28.6%) (38.6%) (47.7%) (34.6%)

35 47 45 127

(0.2%) (0.5%) (1.1%) (0.4%)

6,203 2,677 635 9,515

(40.2%) (28.0%) (15.3%) (32.7%)

297 161 35 493

(1.9%) (1.7%) (0.8%) (1.7%)

45 120 105 270

(0.3%) (1.3%) (2.5%) (0.9%)

455 266 110 831

(2.9%) (2.8%) (2.6%) (2.9%)

29 19 15 63

(0.2%) (0.2%) (0.4%) (0.2%)

51 128 83 262

(0.3%) (1.3%) (2.0%) (0.9%)

155 119 160 434

(1.0%) (1.2%) (3.9%) (1.5%)

643 379 156 1,178

(4.2%) (4.0%) (3.8%) (4.0%)

1,391 649 176 2,216

(9.0%) (6.8%) (4.2%) (7.6%)

622 514 241 1,377

(4.0%) (5.4%) (5.8%) (4.7%)

1,092 795 413 2,300

(7.1%) (8.3%) (9.9%) (7.9%)

15,425 9,559 4,155 29,139

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

※２　民間団体等構成員・・・ライオンズクラブ等の社会奉仕団体等構成員

※３　造けいの深い指導的な教員・・・薬物乱用防止教育等に造けいの深い指導的な教員

※４　その他・・・青少年補導員、社会復帰施設職員、家庭裁判所職員等

※１　薬物乱用防止指導員・・・各都道府県に設置された薬物乱用防止のための指導員（保護司、教育
関係者等）

合計

学校薬剤師等薬剤師

学校医等医師

矯正施設職員

保健所職員

精神保健福祉センター職員

税関職員

大学教員等

薬物乱用防止指導員（※１）

民間団体等構成員（※２）

造けいの深い指導的な教員 （※３）

その他（※４）

麻薬取締官

質問２　①依頼した講師の職種について、次の中から選んでください。（複数回答可）

職種

警察職員



※（　　）内は割合

小学校段階 中学校段階 高等学校段階 全体

9,698 2,530 383 12,611

(65.0%) (28.0%) (9.3%) (44.9%)

3,668 2,285 1,672 7,625

(24.6%) (25.3%) (40.6%) (27.2%)

814 1,829 1,684 4,327

(5.5%) (20.2%) (40.9%) (15.4%)

32 53 17 102

(0.2%) (0.6%) (0.4%) (0.4%)

581 2,064 257 2,902

(3.9%) (22.8%) (6.2%) (10.3%)

126 280 101 507

(0.8%) (3.1%) (2.5%) (1.8%)

14,919 9,041 4,114 28,074

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

※（　　）内は割合

小学校段階 中学校段階 高等学校段階 全体

14,060 8,502 3,678 26,240

(98.0%) (98.8%) (96.1%) (97.9%)

293 106 151 550

(2.0%) (1.2%) (3.9%) (2.1%)

14,353 8,608 3,829 26,790

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

※（　　）内は割合

小学校段階 中学校段階 高等学校段階 全体

398 65 34 497

(7.1%) (3.6%) (3.3%) (5.9%)

122 43 22 187

(2.2%) (2.4%) (2.1%) (2.2%)

1,133 481 295 1,909

(20.1%) (26.5%) (28.5%) (22.5%)

2,952 884 508 4,344

(52.5%) (48.7%) (49.1%) (51.2%)

1,023 342 176 1,541

(18.2%) (18.8%) (17.0%) (18.2%)

5,628 1,815 1,035 8,478

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

指導時間が確保できなかった

体育科・保健体育科で指導している
ため、必要ではないと考えた

その他

合計

位置付けていない

合計

質問３　薬物乱用防止教室を開催しなかった理由はなんですか。（複数回答可）

理由

適当な講師がいなかった

講師謝金等の経費が確保できなかっ
た

総合的な学習の時間

その他

合計

質問２　③薬物乱用防止教室は学校保健計画に位置付けましたか。

位置付け

位置付けていた

質問２　②実施した時間の教育課程上の扱いについて、次の中から選んでください。（複数回答可）　

教育課程

体育科・保健体育科

特別活動（学級・ホームルーム活動）

特別活動（学校行事）

特別活動（児童・生徒会活動）



1
2
3
4
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6
7
8
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10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
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28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
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41
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45
46
47
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F
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K
L
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N
O
P
Q
R
S
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令和4年度におけるがん教育の実施状況調査の結果

1. 調査の目的

平成28年12月にがん対策基本法が改正され、 「がんに関する教育の推進」について新た
に条文が盛り込まれるとともに、 改正法を踏まえ平成29年10月に閣議決定、 平成30年3月
に一部変更された第3期がん対策推進基本計画において、 「国は、 全国での実施状況を把
握した上で、 地域の実情に応じて、 外部講師の活用体制を整備し、 がん教育の充実に努め
る。 」と明記されたことを受け、 全国でのがん教育の実施状況等を把握し、 今後の施策の
参考とすることを目的に調査を行った。

2. 回答学校数

本調査は、 国公私立の小学校、 中学校、 義務教育学校、 高等学校、 中等教育学校及び特
別支援学校を対象に実施した。 回答学校数は以下のとおり。

小学校 中学校 高等学校

小 義 特 中 義 中 特 尚 中 特
巫子 務 別 巫子 務 等 別 等 等 別
校 教 支 校 教 教 支 邑子 教 支

ギ目 援 ギ目 ギ目 援 校 ギ目 援
巫子 巫子 巫子 巫子 巫子 巫子 巫子

校 校 校 校 校 校 校

国 立『 67 5 43 69 5 3 43 18 3 44 

公 宣 18,153 170 785 9,030 170 36 788 3,261 33 864 

私 宣 225 1 7 694 1 18 8 1,261 15 12 

計 19,456 10,865 5,511 

回答総数 35,832 

※本調査においては、 本校と分校は一つの学校として調査するとともに、 定時制及び通信制は除くことと
した。

※特別支援学校は、 小学部・中学部・高等部をそれぞれ1校として調査した。

※義務教育学校は、 第1学年から第6学年を小学校、 第7学年から第9学年を中学校として調査した。

※中等教育学校は、 前期課程を中学校、 後期課程を高等学校として調査した。

3. 調査方法等

(1)調査依頼先

各都道府県・指定都市教育委員会学校保健主管課、 各都道府県私立学校主管部課、 附属
学校を置く各国公立大学法人事務局

(2)調査内容

令和4年度におけるがん教育の実施状況

(3) 「がん教育」について

・ 「がん教育」は、 健康教育の一環として、 がんについての正しい理解と、 がん患者や
家族などがんと向き合う人々に対する共感的な理解を深めることを通して、 自他の健
康と命の大切さについて学び、 共に生きる社会づくりに寄与する資質・能力の育成を
図る教育である。

• 平成29年に告示された中学校学習指導要領の保健体育科においては、 生活習慣と健
康、 生活習慣病などの予防について学習する際に、 また、 平成30年に告示された高等
学校学習指導要領の保健体育科においては、 生活習慣病などの予防と回復について学
習する際に、 それぞれ「がんについても取り扱う」とされたところ。

・ 「がん教育」は、 これらの内容の指導において実施されているが、 このほか例えば、
特別の教科 道徳、 総合的な学習（探究）の時間、 特別活動など、 それぞれの特質に
応じた指導の一環として、 また小学校段階においても、 児章の発達段階や学校、 地域
の実態に応じて取り組むことが考えられる。
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